令和元年度　栃木県中学校長会運営方針・活動の重点並びに研究の在り方（案）

教育環境が変化する中、中学校教育が果たす役割と責任を深く認識し、本県中学校教育の一層の充実発展を目指し、次に示す運営方針、活動の重点、研究の在り方に基づき本会の運営に当たる。

Ⅰ　運営方針

１　新学習指導要領の趣旨を踏まえ、教育のあるべき姿を大切にしながら、現状に即したよりよい改革を進め、県民の信託に応える中学校教育の推進に努める。

２　本会の機能を充実し、組織的な活動を行い、目的の達成に努める。

３　関係諸機関及び団体との連携を密にし、円滑な活動の推進に努める。

４　組織及び事業の在り方について検討し、本会の適正な運営に努める。

５　各地区並びに市町校長会の独自性を生かしながら、連携を図った活動の充実に努める。

Ⅱ　活動の重点

１　組織を生かした活動の充実と活性化に努める。

(1) 本会活動の継続的な見直しと改善
(2) 各専門部の機能の充実

(3) 各地区校長会・市町校長会と密接な連携を図った活動の推進

(4) 小学校長会及び高等学校長会との連携した活動の推進
２　多様な教育活動を推進するために教育諸条件の整備・充実に努める。

(1) 教職員の勤務諸条件の維持向上並びに働き方改革の推進

(2) 確かな学力の定着と豊かな心の育成に資する諸条件の整備・充実
(3) たくましく生きるための健康や安全、体力の育成に資する諸条件の整備・充実 
(4) 地域の人的・物的教育資源の活用推進のための施設・設備の充実

 (5) 帰国・外国人生徒の教育に資する諸条件の整備・充実

(6) 一人一人の教育的ニーズに応え、インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育に資する諸条件の整備・充実

　(7) キャリア教育の視点に立った進路指導のための諸条件の整備・充実
 (8) 学校生活への適応指導に資するスクールカウンセラー等の有効活用と諸条件の整備

(9) 部活動における安全管理の徹底と適切な運営のための諸条件の整備

(10) 栃木県立高等学校入学者選抜制度に対する提案の場の拡充

（11）ネット上のトラブル対策等を含むいじめ防止策の推進に資する諸条件の整備・充実

３　組織を生かした研究のより一層の充実を図るとともに、全日本・関東甲信越地区中学校長会研究協議会など各種研究大会での成果を研究活動や学校経営等で生かすように努める。
Ⅲ　研究の在り方

１　研究主題

新たな時代を切り拓き、よりよい社会を創り出していく人間を育てる中学校教育
２　研究方針
　　今を生きる子どもたちやこれから誕生する子どもたちが、 成長して活躍する頃の我が国は厳しい挑戦の時代を迎えていると予想される。生産年齢人口の減少、 グローバル化の一層の進展や人工知能 (AI)の 飛躍的な進化などの絶え間ない技術革新等により、 社会構造や雇用環境は大きく変化し、 子どもたちが就くことになる職業の在り方についても、 様相を全く異にするとの指摘もある。また、急激な少子高齢化が進む中で成熟社会を迎えた我が国にあっては、 一人一人が持続可能な社会の担い手として、 その多様性を原動力とし、 新たな価値を生み出していくことが必要である。このような時代を担う子どもたちには、 様々な変化に積極的に向き合うとともに我が国の伝統や文化に立脚し、高い志や意欲をもつ自立した人間として、 他者と協働しながら価値の創造に挑み、 よりよい社会を創り出していく力を身に付けることが求められている。
平成２９年３月、中学校学習指導要領が公示された。それには、 子どもたちが未来社会を切り拓くための資質・能力を一層確実に育成することを目指して、 育成を目指す資質・能力の明確化、 「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善の推進、 カリキュラムマネジメントの推進などが示されている。これらは予測困難で変化の激しい時代において、 新たな価値を生み出し、 よりよい社会を創り出す人材の育成がこれからの中学校教育の役割であることを示唆している。
そこで、 私たちは、地域とともにある学校としての創意ある教育活動を展開する中で、学校経営の責任者としての使命感、 確固たる教育理念とビジョンをもち、 互いの研究成果を共有し、 相互に校長としての資質を向上させながら、 課題解決に向けてリーダーシップを強く発揮し、 中学校教育の一層の充実を図らなければならない。そのために、 以下のような重点課題と研究の視点を掲げ、 研究を推進することとする。

３　重点課題と研究の視点

（１）　生きる力を育む創意ある教育の在り方

豊かな人間性と創造性を身に付け、変化の激しい社会を生き抜くことができるようにするためには、生徒一人一人に「生きる力」を確実に身に付けさせ、社会的自立の基礎を培うとともに、適性、進路等に応じて、その能力を最大限に伸ばし、国家及び社会の形成者として必要な資質を養うことが大切である。そのためには、知識及び技能を確実に習得させ、思考力、判断力、表現力や学びに向かう力を養うとともに、自らを律しつつ、他人とともに協調し、他人を思いやる心や感動する心などの豊かな人間性や、たくましく生きるための健康や体力の育成に努めなければならない。また、よりよい学校教育を通じてよりよい社会を創るという目標を社会と共有しながら教育課程を編成・実施し、適切に評価して、その改善に努めることも必要である。

①　生きる力を育む「社会に開かれた教育課程」の編成と実施
②　知識及び技能、 思考力、 判断力、 表現力等、学びに向かう力、 人間性等、確かな学力を身に付けさせるための教育内容・方法の充実（提言１・基本１）

③　いじめや不登校、 自殺（自傷行為）の未然防止や早期発見、早期対応に向けた取組の充実と体制の整備及び生徒の自己指導能力を育成する教育の推進（提言２・基本２）

④　豊かな人間性を育み、自尊感情を高める人権教育の推進（基本２・基本１１）

⑤　体力の向上と健康の保持増進を図る教育の充実と主体的に行動する態度を育成する安全教育・防災教育の推進（基本３）

⑥　情報モラルや情報活用能力の育成、国際理解教育の充実、環境保全意識の高揚など、社会の変化に対応できる資質・能力を育成する教育の推進（提言６・基本２）　

⑦　自己実現を図るための自己指導力の伸長を目指した生徒指導の推進（提言２・基本２）

⑧　規範意識、自他の生命尊重、他者への思いやり、社会性を育む道徳教育の充実（提言３・基本２）　　　

⑨　一人一人の教育的ニーズに応じた特別支援教育の充実（提言５・基本４）
⑩　社会的・職業的自立に向けて必要で基盤となる能力・態度を育成するキャリア教育の推進及び教育活動全体を通した組織的・計画的な進路指導の充実（提言４・基本６）

⑪　部活動における効果的な指導の実施と指導体制の整備（提言７）

（２）　地域とともにある学校づくり、学校・家庭・地域との連携の在り方

　　　いじめや暴力行為、不登校、発達障がいや心の問題、インターネットやソーシャルメディアの不適切な使用によるトラブルの問題など、中学校教育では、これまでの課題に加えて、社会の急激な変化に伴う新たな課題が生まれてきている。こうした複雑かつ多様な課題に対して、学校は、家庭・地域の理解と協力を得ながら地域ぐるみの取組を推進することが必要であり、関係機関との連携の下、 的確な対応をとることも大切である。学校が、家庭・地域と一体となり、子どもたちの健全育成を図っていくためには、学校・家庭・地域がそれぞれの役割と責任を自覚し、連携・協働を図り、地域とともにある学校づくりの一層の推進に努めていく必要がある。

　　①　学校評価（自己評価、学校関係者評価、第三者評価）の充実と活用（提言８）

②　学校運営協議会・学校評議員・地域連携教員・学校支援地域本部制度等の効果的な活用による、学校と地域の連携・協働体制の整備（提言９・基本１３）

③　小・中・高各学校段階間の円滑な連携・接続を目指した取組の推進（基本６）

④　青少年の健全育成に向けた家庭・地域社会との連携強化（基本１３）

⑤　地域の教育的資源や人材の活用と地域の文化的・スポーツ的行事・活動等への生徒の参加促進（提言９・基本７）

⑥　地域とともにある学校づくり推進のための、 積極的な学校公開等の実施及び学校だよりやホームページ等による家庭や地域への情報発信（提言９・基本１３）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（３）　教職員の意識改革及び資質・能力の向上を図る校内体制の在り方　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

教職員が、教育的愛情と責任感をもち、その資質能力の向上を図るために常に学び続ける存在であることや、教育に対する使命感を高揚し人間性を涵養していくことは、教育の目的を達成する上で極めて大切である。そのためには、教職員一人一人が高い倫理観に立ち、責務を自覚し不断の努力によって指導力を一層向上させていくという意識改革や校内研修の意図的・計画的な実施、教職員の協働体制の整備による、「チーム学校」として組織力の向上を図っていくことが必要である。
①　教職員の勤務意欲及び資質・能力の向上に資する教職員評価制度の活用と組織運営の工夫・改善

②　教職に対する使命感や責任感をもち、教職生活全体を通じて自主的に学び続ける人材の育成

③　課題探究型の学習や協働的な学びなど、新たな学びを展開できる実践的指導力、高度な専門的知識、地域と連携・協働する力の向上に資する研修の充実　

④　教職員の協働による組織力の向上

⑤　教育公務員としての自覚の高揚と服務の厳正

⑥　教職員の多忙化やメンタルヘルス等の教職員の働き方改革に関わる校内体制の整備・充実

文中の「提言１」は「全日本中学校長会からの１０の提言」の「提言１」、「基本１」は「教育ビジョン

とちぎ2016-2020」の「基本施策１」を参照していることを表す。
「３　重点課題と研究の視点（３）教職員の意識改革及び資質・能力の向上を図る校内体制の在り方」の

①～⑥は、主に「全日中教育ビジョン 学校組織の改善・人材の育成」「教育ビジョンとちぎ2016-2020　

教員の資質・能力の向上」を参照した。

